
応急仮設住宅における社会的孤立

―福島県の事例―
＊

庄司匡宏・赤池孝行

福島第一原発事故避難者が入居する仮設住宅において，どのような避難者が社会的孤立に陥ったの

か？ また，その傾向は時間とともにどのように変化したのか？ 本稿は福島県いわき市の仮設住宅

で 2013年 9月に行った独自世帯調査を用いて，これらの問題に答えようとするものである．本稿の
特徴は，仮設住宅入居後の孤立の推移を分析する点，個人の性格を表す主要 5因子の影響にも注目す
る点，そして世帯調査の回答回収率が高い点の 3点である．分析結果によると，回答者の 3割は入居
当初に仮設住宅内で話し相手が一人もおらず，6割が緊急時に手助けを頼める相手が誰もいなかった．
調査時点でも依然として 5％の人々が誰とも会話をしていなかった．また孤立者には，若者や内向的
個人，利己的個人のように入居時から継続してネットワーク規模が小さい避難者と，男性や無職者の

ように入居時のネットワーク規模は平均的であったものの，その後のネットワーク形成が停滞した避

難者の 2タイプが存在した．最後に大規模仮設住宅や駅周辺の仮設住宅では，男性のネットワーク形
成がさらに停滞した．

JEL Classification Codes : I12 ; I18

1．はじめに

2011年に発生した東日本大震災は人々に甚大な

被害をもたらした．これに伴い既存研究においても

震災による人的被害（Sawada and Aldrich 2015），

経済被害（石野他 2013，植杉他 2012，内田他 2011，

戸堂他 2014，堀江・川向 2011），主観的幸福度の低

下（Sugano 2016），精神的ストレス，PTSD，その

他の健康指標への影響（Harada et al. 2015, Hikichi et

al. 2016, Iwasaki and Sawada 2015, Kotozaki and

Kawashima 2012, Matsubara et al. 2014, Tsuboya et

al. 2016, Tsujiuchi et al. 2016, Yabe et al. 2014）など，

幅広く議論されてきた1）．

コミュニティの弱体化による社会的孤立も被災地

における重要課題の一つである（内閣府 2012）．社

会的孤立とは，家族やコミュニティとほとんど接触

が無い客観的状態と定義される（Townsend 1963）．

家族や友人との交流は一種の関係財（relational

goods）とみなされ（Uhlaner 1989, Bruni and Stanca

2008），その欠如を意味する社会的孤立は効用の低

下を意味する．また，社会的孤立は主観的幸福度の

低下を説明する重要な要因でもある（Dolan et al.

2008, Graney 1975, Lelkes 2006）．一方，非災害時を

対象としたこれまでの研究では，男性や高齢者，貧

困層，内向的個人などが孤立に陥りやすいことも明

らかにされている（Pollet et al. 2011, Victor et al.

2000，石黒 2013，河合 2009，斉藤他 2009，斉藤・

冷水他 2010，斉藤・藤原他 2010，宍戸 2006）．

社会的孤立が被災者の精神・身体に対して深刻な

影響をおよぼすことは，以前から多く議論されてき

た（Aida et al. 2013, Cohen and Wills 1985, Cook and

Bickman 1990，池内・藤原 2000）．東日本大震災被

災地でも，家族や近隣住民との交流を失ったことに

よって，被災者の PTSD（Maeda and Oe 2017, Tsu-

jiuchi et al. 2016），睡眠障害（Matsumoto et al. 2014,

Matsumoto et al. 2015），心理的苦痛（Koyama et al.

2014, Sone et al. 2016, Sugimoto et al. 2014,

Yokoyama et al. 2014）の発生率が高まったことが確

認されている．このように被災者の社会的孤立防止

の重要性が示されているにもかかわらず，被災地に

おける孤立の決定要因に関する研究は十分行われて

いない．例外として，Inoue et al.（2014）は東日本大

震災後の石巻市の世帯調査を用いて若者，独居者，

男性の社会的孤立リスクが高いことを発見したが，

福島第一原発事故避難者における社会的孤立の程度，

およびその時間を通じた変化における被災者間格差

の要因は明らかにされていない．また，抽選方式に

よる仮設住宅への入居が孤立を悪化させることを示

した Koyama et al.（2014）を除いて，災害時の社会

的孤立を回避する上で効果的な政策の評価も十分行
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われていない．

福島第一原発事故避難者の社会的孤立はとりわけ

深刻であり，その解決は重要課題の一つと考えられ

る．その第一の原因に，原発事故では人々が全国各

地へ県外避難し，これによって震災前に交流があっ

た近隣住民との連絡が困難となったことが挙げられ

る．2016年 9月現在においても，約 41,000人が県

外避難を続けている（福島県 2016）．第二に，東日

本大震災被災地では，民間住宅の空室を仮設住宅と

して利用する「みなし仮設」を大規模に導入した．

福島県内避難者約 45,000人の中でこのような避難

者は 26,000人を占める（福島県 2016）．みなし仮設

では近隣に知人が住んでおらず，これによって孤立

を余儀なくされる．第三に，建設型仮設住宅におい

ても孤立が起こりやすい環境となった．過去の災害

事例では地域コミュニティごとに仮設住宅へ入居さ

せることで被災者の孤立回避に努めてきた2）．しか

し原発事故の避難指示区域となった市町村では，各

避難者世帯の入居先住宅が抽選で決定されたため，

震災以前からの知人同士が必ずしも同一仮設住宅内

に避難することはできなかった（Kondo and Shoji

2016）．

そこで本稿では，福島第一原発事故による建設型

仮設住宅避難者に焦点を当て，住宅入居時および発

災 2年半後における，社会的孤立の認識程度の規定

要因を明らかにすることを目的とする．また，福島

第一原発事故の避難者にとって入居先の仮設住宅が

抽選方式で決定されたことを利用し，外生的に決定

された仮設住宅特性が避難者の孤立程度に及ぼす効

果も分析する．本稿で用いる社会的孤立指標は，仮

設住宅内外それぞれにおける話し相手の人数，緊急

時に手助けを頼める人数といったネットワーク規模

を表す 4指標である．

福島県いわき市内の建設型仮設住宅を対象とした

独自の世帯調査データを用いた分析から，以下の結

果が得られた．第一に，入居当時では 3割の入居者

が仮設住宅内で一切話し相手もおらず，6割弱が体

調不良などの緊急時に手助けを頼める人が一人もい

なかった．調査時では仮設住宅内で話し相手が全く

いない人々は約 5％まで減少したが，4割の人々が

誰にも手助けを頼めなかった．第二に，建設型仮設

住宅避難者の孤立には 2つのタイプが存在する．第

一のタイプは，入居時からネットワークが小さく，

その後のネットワーク形成も平均程度であるため，

依然として調査時ネットワークも他の避難者より小

さい孤立者である．このタイプには若者や内向的個

人，利己的個人が含まれる．第二のタイプは，入居

時のネットワーク規模は平均的であったものの，避

難生活中のネットワーク形成が停滞するタイプであ

り，これには男性や無職者が当てはまる．最後に，

大規模仮設住宅や駅付近の仮設住宅では，男性のネ

ットワーク形成が悪化した．

本稿の学術的特色は，3点挙げられる．第一に，

仮設住宅入居後における孤立程度の変化を分析した

点である．前述の既存研究ではクロスセクション分

析が多く，孤立認識の変化が分析対象とされること

は少ない．しかし災害時にはコミュニティの崩壊と

形成が頻繁に起こるため，短期間においても孤立認

識は著しく変化しうる（Norris 2002, Norris et al.

2002, Sone et al. 2016）．一方で，避難生活の初期に

孤立した避難者は，その後も近隣住民に打ち解けら

れず，長期にわたって孤立が続くかもしれない．し

たがって，その推移を分析することは政策担当者に

とっても重要である．

第二の特色は，主要 5因子性格検査によって避難

者の性格特性を数値化し，社会的孤立への影響を示

した点である．主要 5因子（Big 5）は個人の労働生

産性（Barrick and Mount 1991）や仕事への満足度

（Judge et al. 2002），健康水準（Goodwin and Fried-

man 2006）といった諸変数に影響することが明らか

にされている．しかし著者の知る限り，東日本大震

災被災者を対象として主要 5因子の影響を分析した

研究は存在しない．

第三の特色は，建設型仮設住宅に調査対象を限定

し，訪問面接法による世帯調査を実施したことで，

高い回答回収率のデータを用いた精緻な分析が可能

となった点である．孤立しやすい個人ほどアンケー

トに協力的でなくなるおそれ，あるいは逆にそうい

った個人ほど協力的になる可能性があるため，この

特徴は孤立問題を分析するうえで不可欠である．ま

た，建設型仮設住宅では高齢者が多いことや，復興

公営住宅においても再び孤立問題が懸念されている

ことを考慮すると（福島民友 2014），建設型仮設住

宅内における社会的孤立を分析することは，政策担

当者にとっても重要である3）．一方で，その他の形

態の避難者が調査対象に含まれていない点には注意

が必要である．前述のように建設型仮設とみなし仮

設とでは直面する孤立の傾向も異なることが予想さ

れる．したがって，本稿の知見からは福島第一原発

事故避難者全体の孤立状況を理解することは困難で
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ある．

本稿の構成は以下のとおりである．第 2節では社

会的孤立の数値化方法やデータセットを紹介し，第

3節では仮設住宅入居当初における孤立，およびそ

れが長期的に持続する個人的要因を分析する．その

結果を踏まえ，第 4節では孤立程度の男女格差を解

消する上で効果的な仮設住宅の特性を分析し，最後

に第 5節で本稿の結論をまとめる．

2．社会的孤立の指標化とデータセット

2. 1 社会的孤立の指標化

社会的孤立を数値化するうえで，既存研究で標準

的に用いられる指標は存在せず，各研究がそれぞれ

独自の指標を用いてきた（Victor et al. 2000）．社会

的孤立を「家族やコミュニティとほとんど接触が無

い客観的状態」と定義した Townsend（1963）では，

家族や近隣，老人クラブなどとの交流頻度を集計し

て作成した，社会接触スコアに基づいて孤立程度を

数値化した．一方で Townsend（1968）では，独り暮

らしで過去一週間に訪問者がおらず，前日に人との

交流が全くなかった個人を孤立者とした．この他

Chappell et al.（1989）では，気の合う友人が一人も

いない個人を孤立者とした．

日本の孤立研究に限定してみても，やはり指標は

統一されていない．斉藤他（2009）は日頃から親しく

している家族・友人・近隣・親戚の人数とその接触

頻度に注目したが，斉藤・藤原他（2010）では同居家

族以外との接触頻度に基づいて孤立程度を数値化し

た．後藤他（1991）では血縁からの孤立と地域からの

孤立とを別個に分析するため，前者に関しては「親

戚との旅行の有無」や，「正月の訪問者の有無」，

「親しい付き合いをする親戚の有無」など 6つの質

問項目，後者に対しては「近隣住民との会話の有

無」，「町内会への参加の有無」，「親しい友人との接

触頻度」といった 9つの質問項目を用い，それぞれ

の中で当てはまるものの数によって孤立者を定義し

た．一方で宍戸（2006）のように，相談できる相手

（相談ネットワーク）に着目し，その相手の人数や相

手との関係の多様性（家族，近隣，親戚など）によっ

てネットワーク規模，多領域性，類型という 3構造

に分解した試みもある．

このように，既存研究では客観的な孤立状態を反

映する指標と主観的な認識に基づく指標とが混在し

ている．また，孤立者と非孤立者とを明確に区別す

るものもあれば，孤立程度を表す連続変数を分析対

象とするものもある．同居家族との交流の扱いにつ

いても，各研究で異なる．

これに対して本研究の孤立指標には，仮設住宅内

外それぞれにおいて，同居家族以外で①世間話や挨

拶をする人数，および②緊急時（体調不良時など）に

手助けを頼める人数を用いる．両者とも宍戸（2006）

の分類におけるネットワーク規模を反映した指標に

相当する．とりわけ後者は宍戸（2006）の相談ネット

ワークに近い指標と考えられる．また後者は「手伝

いを頼めるか」という主観的認識を伴った指標であ

るのに対し，前者はより客観的な状態を表す指標と

言える．

2. 2 世帯調査対象者の抽出

本研究は福島県いわき市の仮設住宅入居者を対象

とする独自の世帯調査を用いる．この世帯調査では，

以下の順序に基づいて調査対象者を抽出した．第一

段階として，いわき市に設置された 36カ所の建設

型仮設住宅から，（1）いわき市に仮設住宅を設置し

た全ての市町村が調査対象に含まれること，（2）設

置仮設住宅数が多い市町村では，それに応じて複数

の仮設住宅を調査対象に抽出すること，（3）複数の

仮設住宅を抽出する避難市町村では 100戸以上入居

可能な大規模な地域とそれに満たない小規模な地域

を両方抽出すること，そして（4）í葉町，広野町の

ようにとりわけ多数の仮設住宅が設置された市町村

では，（3）に加えて調査地域の立地がいわき市内の

特定地区に集中しないこと，の 4点に考慮しながら

15カ所の調査対象地を抽出した．これらのうち 1ヵ

所は 3区画に分かれており，それぞれ異なる市町村

が避難している．したがって本稿では，分析の便宜

上，この 3区画を異なる仮設住宅とみなした．その

結果，調査対象となった 17仮設住宅のうち 15ヵ所

は原発事故による双葉郡からの避難者が使用してお

り，残る 2ヵ所は津波・地震被害を受けたいわき市

民が避難していた．

第二段階では，1ヵ所の仮設住宅（いわき市）を除

く 16ヵ所において，各仮設住宅の案内図を用いて

無作為に約半数の住居（合計 800世帯）を抽出し，訪

問面接法による世帯調査をおこなった．ただしこの

抽出方法では，空室の住宅を事前に把握することは

不可能である．そのため訪問先の住宅が空室であっ

た場合は，外生的要因によって調査不可能なケース

とみなして訪問を断念するか，可能な場合はその前

後の住宅に置き換えて調査を実施することとした．
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また空室ではないものの，近隣からの情報に基づい

て実質的に生活基盤が無いと判断された住宅（一週

間の半分以上帰宅しない場合）も，同様に対処した．

一方，残る 1ヵ所では仮設住宅の自治会からの要望

によって訪問面接を断念せざるをえなかったため，

郵送調査とした．郵送調査では回答回収率が低いこ

とから，空室あるいはそれに準ずる世帯を除いた全

世帯を調査対象とした．

訪問面接は震災から 2年半後に当たる 2013年 8

月 31日から 9月 13日にかけて実施し，不在の世帯

には時間帯や日程を変えて複数回訪問した．また質

問票の回答は，可能な限り世帯主，生計維持者，あ

るいはそれに準じる代表者に依頼した．その結果，

空室を除く 713戸のうち 75％である 534戸からの

回答を回収した．これに対して郵送調査では 2013

年 9月 10日に各世帯のポストに質問票をポスティ

ングし，20％にあたる 35世帯から回答が得られた．

その結果，569回答世帯のうち 91％を原発避難者

が占めた．表 A1は，回答が回収された世帯の出身

市町村内訳をいわき市に設置された全仮設住宅入居

者の内訳と比較したものであるが，特定地域への偏

りは見られない．

この調査対象者群は東日本大震災の被災者全体と

比較すると以下の特徴がある．第一に，いわき市が

最大の原発避難者受け入れ市町村であることに起因

し，調査対象者の多くが福島第一原発事故による双

葉郡からの避難者である．原発避難者は津波や地震

による被災者と比較して人的被害は低い一方，帰還

に要する期間は長期化することが予想される．また，

長期の避難生活で家屋の傷みが激しいため，震災に

よる家屋被害は同程度と考えるべきである．

第二に，この震災ではみなし仮設や県外への避難

者も多く存在するが，これらは調査対象に含まれて

いない．表 A2では，建設型仮設住宅避難者とその

他の形態の避難者（みなし仮設，県外避難）とのサン

プルの偏りを確認するため，í葉町民の 2010年度

国勢調査と本稿の世帯調査回答世帯の属性を比較す

る．世帯調査が行われた 2013年 9月現在，全í葉

町民の 36％が県内の建設型仮設住宅に，49％が県

内のみなし仮設に，残る 14％が県外に避難中であ

った（福島県í葉町 2013）．県内の建設型仮設住宅

の 92％がいわき市に設置されたことを踏まえると，

世帯調査回答世帯の全個人の平均個人属性を 2010

年度国勢調査の結果と比較することで，í葉町にお

ける建設型仮設住宅避難者とその他の形態の避難者

との属性を比較することが可能となる4）．これによ

ると，建設型仮設住宅避難者はその他の形態の避難

者と比較して高齢者の比率が高いことがわかる．加

えて，教育年数においても建設型仮設住宅入居者の

水準が低いが，これは年齢構成の違いによるもので

ある．年齢構成比で加重調整し，世帯調査の各教育

水準構成比を再度比較すると，その差は見られなく

なる．

第三の特徴は，調査が実施された 2013年 9月時

点で広野町，川内村では既に帰還宣言が出されてい

た点である．したがって，これら二町村においてサ

ンプルに含まれた世帯は，帰還宣言後も仮設住宅に

残っていた世帯のみとなる．仮に調査時点で既に仮

設住宅避難者の多くが帰還しており，かつ仮設住宅

に残る個人と帰還した個人とで特性が異なる場合，

残った個人のみを対象とした分析ではサンプルセレ

クションバイアスが生じるおそれがある．しかしい

わき市内避難者に占める川内村民の比率は震災直後

から 1.5％に過ぎず（表 A1），広野町の帰還率も低

いため（福島県広野町 2013），これによるバイアス

の可能性は低いことが予想される5）．

第四に，孤立程度に関する質問がなされたのは，

世帯の中でも回答者（主に世帯主やその配偶者）のみ

である．したがって入居者の中でも高齢者の現状を

反映していることに注意が必要である．

2. 3 使用した変数および記述統計

本世帯調査で用いた質問票には，回答者の被災程

度や経済的属性のほかに，社会的孤立や，性格・価

値観・時間選好を数値化する質問項目が含まれてい

る．社会的孤立の程度を表す指標には，仮設住宅内

外において同居家族以外に世間話や挨拶をする人数，

および緊急時（体調不良時など）に手助けを頼める人

数を用いる．回答選択肢は「0：0人」「1：1〜3人」

「2：4〜5 人」「3：6〜10 人」「4：11〜15 人」「5：

16〜20人」「6：21人以上」とした．さらにこれら

の指標の推移を把握するため，震災前，仮設住宅入

居直後，2013年 9月現在の 3時点について質問し

た．入居者個人の性格を数値化する主要 5因子性格

検査では，小塩他（2012）の手法を踏襲した．これは，

10項目の質問に対する回答結果から個人の外向性，

協調性，勤勉性，神経症傾向，開放性を 1から 7ま

での値で評価するものである6）．また本稿では，世

界価値観調査の質問項目を利用し，他者に対する利

他性，リスクや社会規範に対する選好・価値観を数
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値化した7）．利他性，リスク，社会規範の各指標は

1から 7までの値で表され，数値が高いほど利他性

が強く，リスク愛好的であり，社会規範を重んじる

ことを示す8）．最後に，個人の時間選好を指標化す

るため，Coller and Williams（1999）に基づいた質問

を用いた．質問内容の詳細は付論 2で説明する．指

標化された時間選好は 1から 6までの値で評価され，

値が高いほど時間割引率が高い（近視眼的である）こ

とを示す．

表 1は回答者および回答者世帯メンバーの特性を

示す．第一に，入居者全体での年齢の中央

値は 60歳代であり，仮設住宅入居者の高

齢化を示唆する（パネル A）．第二に，パ

ネル Aと Bとを比較すると，回答者はそ

の他のメンバーよりも高齢で無職，かつ女

性である傾向がある（すべて有意水準 5％

以下）．第三に世帯特性をまとめたパネル

Cによると，世帯規模は平均すると 2名強

程度である．入居者の平均年齢が高いこと

を考慮すると，仮設住宅には高齢者が単身

もしくは夫婦で暮らす場合が多い傾向があ

る．また，回答世帯の中で世帯メンバーの

死亡・行方不明を経験したのは 7％であり，

68％がなんらかの家屋被害を受けた．最

後に，平均的な仮設住宅規模は 122戸であ

り，震災から約半年後に駅から 2.8キロの

距離に建設された（パネル D）．

図 1，図 2は，震災前，仮設住宅入居直

後，調査時点における，孤立指標の推移を

表したものである．震災前，入居直後の指

標については回顧質問であるため，観測誤

差が生じている可能性を排除できないもの

の，このデータによると，震災前では約半

数の人々が 20人以上と世間話や挨拶を交

わし，必要となれば 6人以上に手伝いを頼

める状態であった9）．しかし仮設住宅への

入居当初では，約 6割が仮設住宅内で 3人

以下としか会話をせず，手助けを頼める人

は全くいないという状態に陥った．さらに，

仮設住宅外の近隣住民（いわき市内）に対し

ては，回答者の 6割以上が話し相手もなか

った．つまり仮設住宅入居者にとって，仮

設住宅外での交流はほぼ皆無であり，仮設

住宅内の交流も数人に限られた．このよう

に，震災前と比較して避難者の近隣住民と

の交流は弱体化した．

その後，調査が行われた 2013年 9月には仮設住

宅内のネットワーク規模の拡大が観測された．しか

し，依然として 5％の人々が誰とも会話をしない状

態が続いている．また，約 4割の人々はいまだに手

助けを頼める相手はいないと回答している．一方で

仮設住宅の外部とのネットワークでは，世間話程度

の交流についてはわずかに改善がみられるが，共助

ネットワークとしては依然機能していない．

表 2は各孤立指標間の相関を示したものである．

59応急仮設住宅における社会的孤立

表 1．回答世帯・回答者・仮設住宅の特性

注）（a）ダミー変数，（b）10 歳未満=1 10 代=2 20 代=3 30 代=4 40

代=5 50代=6 60代=7 70代=8 80代=9 90以上=10，（c）調

査対象となった 15の仮設住宅のうち一つは 3市町村が各ブロックに分

かれて避難しているため，サンプルサイズは 17となる．



これによると，ほぼ全ての指標間で有意な正の相関

が見られる．つまり，仮設住宅入居時の孤立者はそ

の後も孤立が持続する傾向があることを意味する．

また，仮設住宅内外でのネットワークの代替関係も

見られない．

3．社会的孤立の程度およびその推移の決定要因

3. 1 推定モデル

これまでの実証研究では，低所得者や男性，高齢

者，未婚者，内向的個人，非開放的個人などの孤立

リスクが高いことが示されてきた（石黒 2013，斉藤

他 2009，斉藤・藤原他 2010，宍戸 2006，Krause

1993, Pollet et al. 2011, Townsend 1963, Tunstall

1966, Victor et al. 2000）．しかしこれらはいずれも

被災者を対象とした研究ではない．福島第一原発事

故の避難者に限定すれば，これらとは異なった傾向

が観測される可能性もある．たとえば，高齢者と比

較して若者は双葉郡に帰還する意思も低く，仕事を
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図 1．世間話をする人数の推移（N=563）

図 2．手伝いを頼める人数の推移（N=563）



通じて仮設住宅外のネットワークを持っているため，

仮設住宅内でのネットワーク構築のインセンティブ

は低いかもしれない．加えて，仮設住宅入居者の多

くは高齢者であるため，これも若者の仮設住宅内で

の孤立を引き起こす誘因となる．一方で，家や家族

を失った避難者は，精神的ストレスによって抑うつ，

引きこもりとなる可能性がある．とりわけ死亡した

のが生計維持者である場合には，経済的負担も近隣

との交流における機会費用を増加させる．これらに

加え，リスク回避的な個人は近隣との共助ネットワ

ークを構築しようとする可能性があるが（Coate and

Ravallion 1993, Kimball 1988, Kocherlakota 1996），

新しい人間関係を構築するリスクも回避しようとす

るかもしれない．時間割引率の高い個人は，ネット

ワーク構築のために時間的・金銭的な投資を行うイ

ンセンティブは低い（Ligon et al. 2002）．

これらの仮説に基づき，以下では仮設住宅入居時

点の孤立認識に対する，年齢，性別，性格，震災被

害といった諸変数の影響を分析する．ここで仮設住

宅 jに避難する個人 iの，仮設住宅内外における話

し相手の人数，および緊急時に手伝いを頼める人数

をそれぞれ Conv
, Help

とする．これらは潜在変

数であり，データから観測されるのはそれらの人数

を「0：0 人」「1：1〜3 人」「2：4〜5 人」「3：

6〜10 人」「4：11〜15 人」「5：16〜20 人」「6：21

人以上」の 7段階に区分した区間変数，Convおよ

び Helpである．したがって実証分析には区間回

帰モデルを利用することが望ましい．しかし本稿で

用いるデータはサンプルサイズが小さく区間回帰モ

デルの結果が不安定となったため，本稿では以下の

ような順序プロビットモデルを採用する．（1）式は

Convの推定式であるが，Helpについても同様に

記述される．

Conv
 = X β+D+ε （1）

Conv
 = 0 if Conv

 < α

Conv = 1 if α ≤ Conv
 < α

Conv = 2 if α ≤ Conv
 < α

⫶

Conv = 6 if α ≤ Conv
 < α

ここで Xは仮設住宅 jに入居する個人 iの属性，

Dは仮設住宅 jの固定効果，αは閾値である．X

には回答者の年齢，性別，世帯人数，震災前の就業

状態，資産，震災被害，性格・選好変数を含める．

ただし，資産保有額を質問項目に含めることによる

回答回収率の減少を避けるため，本稿では震災前の

住居の部屋数を資産保有の近似として用いる．これ

らの要因に加え，仮設住宅の立地や規模，建設時期，

仮設住宅内外に住む近隣住民の特性（年齢構成など）

なども避難者の孤立認識に影響をもたらすと予想さ
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表 2．孤立指標間の相関係数

*** p<0.01，** p<0.05，* p<0.1

注） 入居が遅い個人ほど入居時点と調査時点でのネットワーク規模の相関が強いことが予想されるが，そのような傾向は確認

されなかった．ただしページ数の制約により，孤立指標間の相関の入居時期による比較結果は掲載していない．



れるが，これらは仮設住宅固定効果 Dによってコ

ントロールされる．

なお標準誤差の計算には，同じ仮設住宅に住む個

人間で誤差項が相関する可能性を考慮し，仮設住宅

内の各ブロックをクラスタ単位（全 57クラスタ）と

するクラスタロバスト標準誤差を用いる10）．

3. 2 推定結果：仮設住宅入居時点での孤立要因

本節は仮設住宅入居時点における仮設住宅内外で

の世間話の人数，手伝いを頼める人数の決定要因を

分析する．表 3は，各指標においてネットワーク規

模が 0人および 21人以上となる場合の限界効果を

それぞれ示す．第一に，既存研究では男性高齢者の

孤立傾向が指摘されているが（斉藤他 2009，斉藤・
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表 3．仮設住宅入居時のネットワーク：順序プロビット

*** p<0.01，** p<0.05，* p<0.1 説明変数の平均値で評価した限界効果（marginal effect evaluated at the average values of the

covariates）を記載．カッコ内はクラスタロバスト標準誤差．



藤原他 2010，宍戸 2006），本稿の結果はこれと異な

る．年齢が 10歳上昇すると仮設住宅内での各ネッ

トワーク規模が 0人となる確率はそれぞれ 2.7％，

3.9％減少する（第 1，3列）．これは仮設住宅内の高

齢者の割合が高いことに起因していると考えられる．

一方，仮設住宅外のネットワーク規模においては有

意な世代差は観測されないことから，若者が仮設住

宅外ネットワークで代替しているとも考えられない．

同様に，男性が仮設住宅内で手助けを頼める人数が

0 人となる確率は女性よりむしろ 12.3％低かった

（第 3列）．その他の 3指標に関しても，統計的に有

意ではないものの，男性のネットワーク規模が 0人

となる確率は女性より低かった．

第二に，個人の性格や選好変数の中では外向性の

効果が強く示された．4指標の全てにおいて，外向

性スコアの 1ポイント増加はネットワーク規模が 0

人となる確率を 3％から 4％低下させる効果がある．

これは既存研究とも一致している（石黒 2013，Pol-

let et al. 2011）．また，外交性と比較すると頑健で

はないが，仮設住宅内ネットワークでは個人の利他

性や勤勉性，神経症傾向が，仮設外ネットワークで

は協調性が有意な影響を及ぼした．

第三に，その他の変数に関しては，人的被害のあ

った避難者は仮設住宅内でより多くの人々に手助け

を頼める環境にあったが（第 3，4列），そのような効

果は家屋被害には見られなかった．また震災以前の

家屋の部屋数は，仮設住宅内ネットワーク規模に対

して正の効果を持つが，仮設住宅外ネットワークに

は影響しない．これは，家の広さが震災以前のネッ

トワーク規模を近似している可能性が考えられる．

3. 3 推定結果：社会的孤立の持続

図 1, 2でも示されたように，仮設住宅入居時から

2013年 9月までの期間で，平均的にはネットワー

ク規模の拡大が見られたが，一方で依然として孤立

が続く避難者も存在した．そこで本節では，2013

年 9月時点における孤立認識の程度，および入居時

からの認識の変化の決定要因を明らかにする．被説

明変数には，前節で使用した 4指標のそれぞれにお

いて，（1）2013年 9月時点でのネットワーク規模を

表す区間変数，および（2）その区間が入居時と同じ

あるいは減少していれば 0，入居時から拡大した場

合に 1をとるダミー変数の 2種類を用いる．説明変

数には前節と同じものを用いる．

表 4の第 1，2，7，8列は，ネットワーク拡大の決定

要因に関するプロビット分析の結果を示す．第一に，

第 1，2列から明らかなように仮設住宅内ネットワー

ク規模の拡大における世代格差は観測されなかった．

そのため，入居時の分析結果と同じく調査時におい

ても若者の孤立が継続していた（第 3，4，5，6列）．ま

た表 3と同様に，仮設住宅内外でのネットワークの

代替関係も見られない（第 9，10，11，12列）．

第二に，男性は入居期間中にネットワーク規模が

拡大した確率が女性より約 10％低かった（第 1，2

列）．平均的個人・仮設住宅特性を仮定すると，入

居後に世間話の相手が増える確率は女性で 60.3％

であるのに対し，男性では 51.1％である．同様に

手助けを頼める人数が拡大する確率は，女性で

33.4％，男性では 22.8％である．その結果，入居当

初は男性の仮設住宅内ネットワークが女性より大き

かったにもかかわらず，その差の統計的有意性は

2013年 9月時点では失われた（第 5，6列）．これは，

避難生活が長期化するにつれて仮設住宅内での男性

の孤立が相対的に深刻化する可能性を示唆する．仮

設住宅外ネットワークの拡大においては，このよう

な男女差は観測されなかった．

第三に，震災時に無職だった避難者も仮設住宅内

外の新規ネットワーク形成に消極的であった．無職

者は就業者と比較して，仮設住宅内の話し相手の人

数が増加した確率は 12.1％，手助けを頼める相手が

増えた確率は 8.3％低く（第 1，2列），仮設住宅外で

のネットワーク拡大の確率もそれぞれ 8.6％，6.3％

低い（第 7，8列）．これによって調査時点でのネット

ワーク規模に有意な差をもたらすほどの影響は見ら

れないが，避難がさらに長期化する場合には，男性

と同様に孤立がより深刻化するかもしれない．

第四に，仮設住宅内外いずれのネットワーク形成

に対しても，性格や選好，震災被害は有意な影響を

与えなかった．一部の孤立指標では外向性や勤勉性

の有意な効果が示されているが，頑健ではない．こ

の結果と整合的に，調査時ネットワーク規模の個人

差に関する主だった傾向は入居時と変わらず，依然

として内向的個人や利己的個人が孤立した．

これらの結果から，建設型仮設住宅避難者の孤立

には 2つのタイプが存在することが明らかになった．

第一のタイプは，入居時からネットワークが小さく，

その後のネットワーク形成も平均程度であるため，

依然として調査時ネットワークも他の避難者より小

さい孤立者である．このタイプには若者や内向的個

人，利己的個人が含まれる．第二に，入居時のネッ
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トワーク規模は平均的であったものの，避難生活中

のネットワーク形成が他の避難者より停滞するタイ

プであり，これには男性や無職者が当てはまる．こ

うした人々は，避難が長期化し女性や就業者が積極

的にネットワークを形成する中で，徐々に相対的な

孤立が深刻化するおそれがある．

表 3，表 4の推定結果を用いて，表 5では主な避

難者属性別にネットワーク規模が 0人となる平均確

率，および避難生活中にネットワーク規模が拡大し

ない平均確率を計算した．また参考として，全ての
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表 4．仮設住宅入居後のネットワーク形成

*** p<0.01，** p<0.05，* p<0.1 新規形成ダミーの推定はプロビットモデル，ネットワーク規模の推定は順序プロビットモデルにおける，

説明変数の平均値で評価した限界効果（marginal effect evaluated at the average values of the covariates）を記載．カッコ内はクラスタロバ

スト標準誤差．



属性において平均的な個人が直面する孤立確率とそ

の 95％信頼区間も掲載した．この表からも前述の

傾向が確認できる．第一に，若者，利己的，内向的

個人は仮設住宅内で孤立する確率が両期間ともに高

い．平均的個人属性の 20代が仮設入居時に話し相

手が 0人となる確率は 37.4％，手伝いを頼める相手

がいない確率は 71.4％であった．調査時点ではこ

の確率は低下するが，依然 10.6％が誰とも会話を

せず，57.0％が誰にも手伝いを頼めなかった．利己

的個人も，話し相手が 0 人である確率は入居時で

38.7％，調査時でも 8.7％と常に高い．内向的な個

人も同様な傾向が見られる．第二に，男性や震災時

の無職者の孤立確率は，20代や利己的個人と比較

すると，入居時，調査時ともに際立って高くはない．

しかし，これらの避難者は仮設住宅内での話し相手

の人数が入居時から変化していない確率が 48.9％，

51.4％と高い．その結果，入居時は女性や就業者よ

りも若干ネットワーク規模が大きかったにも関わら

ず，調査時にはその関係は逆転している．

3. 4 頑健性

前述の推定結果の解釈において注意すべき点が 6

点ある．本節では各問題に対する補足分析を行う．

本節の分析結果はページの制約により掲載しないが，

著者のホームページから閲覧可能である11）．

第一に，性格や選好指標が，震災による家族や家

の損失，近隣付き合いの断絶，放射線といったショ

ックによる影響で変化した可能性がある．この可能

性を検証するため，SURモデルを用いて 9つの性

格・選好指標を震災ショックを表す 10変数で回帰

し，各係数の有意性を検定した．説明変数には，家

屋被害レベル（3段階），家族の死亡・行方不明，放

射線避難指示区域レベル（4段階），仮設住宅入居時

に震災前より話し相手が減少していたか，手伝いを

頼める相手が減少したかを用いた（全てダミー変数）．

これらの震災ショックが性格・選好変数の個人差を

生じさせる要因となっていれば，各係数は統計的に

有意となることが予想される．しかし分析結果によ

ると，検定した 90係数のうち 4係数のみが統計的

に有意 ( p-value<0.1) であった．

第二に，分析に用いられたサンプルは 2013年 9
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月時点での仮設住宅入居者に限定されるため，川内

村，広野町のように帰還宣言が既に宣言されている

市町村では，サンプルの偏りが生じうる．そこで本

稿では，とりわけサンプルセレクションの問題が強

く起こりうる川内村全域および広野町南部（折木，

夕筋地区）の出身者を除いたサンプルで表 3，4と同

様な推定を行った．

第三に，調査対象の中で郵送調査となったいわき

市民が避難する仮設住宅 1カ所は回答回収率が低か

ったため，これもサンプルセレクションバイアスを

生じさせるおそれがある．これを確認するため，郵

送調査サンプルの個人属性を訪問面接で得られた別

の仮設住宅のいわき市民と比較したところ，人的被

害，家屋被害や主要 5因子などに有意な差が見られ

た（表 A3）．しかし注意すべきことに，いわき市被

災者の入居先仮設住宅は抽選方式で決定されておら

ず，訪問面接の仮設住宅にはいわき市北東部の被災

者が，郵送調査の仮設住宅には南東部の被災者が主

に避難していた．したがって，表 A3の結果はこの

差を反映している可能性もある．そこで本稿では，

郵送調査で得られたサンプルを除いて表 3，4と同様

な推定を試みた．

第四に，前節では入居期間中におけるネットワー

ク規模拡大の有無をダミー変数で指標化したプロビ

ット分析を行ったが，この分析ではネットワーク拡

大の程度を把握することはできない．そこで，調査

時期と入居時期とのネットワーク規模を表す区間変

数の差を被説明変数として表 4と同様な分析を行っ

た12）．

第五に，表 4第 1，2列において，入居時点で話し

相手が 21人以上と回答した避難者は，変数の定義

上，調査時点でネットワークの拡大を観測できない．

したがって，そのように回答した 61サンプルを除

いて表 4と同様な分析を行った．

最後に，本稿で用いた時間選好の質問項目（付論

2参照）を用いた既存研究では，現実的に想定され

うる時間割引率よりも高い値が観測されることが知

られている（Frederik et al. 2002）．この原因の一つ

として，非線形な効用の個人に対して線形効用関数

を仮定して割引率を計算したことによる上方バイア

スが挙げられる（Andreoni and Sprenger 2012 ;

3334）．これに対し，Holt and Laury（2002）などの

手法に基づいて効用関数の曲率を計算し，この情報

と組み合わせることでバイアスを修正することが可

能である（Andersen et al. 2008）．しかし本稿で用い

たリスク選好の主観的質問からは曲率を計算するこ

とは不可能であるため，Andersen et al.（2008）の手

法を踏襲することはできない．そこで，線形効用関

数の仮定がとりわけ満たされにくいと考えられる，

リスク選好の質問において「全く違うと思う」と回

答した 153サンプルを除いて，再度表 3，4と同様な

推定を行った．

これら一連の分析結果においても，前節と同様な

結果が得られた．若者や内向的，利己的個人は，仮

設住宅内において入居時，調査時ともにネットワー

ク規模が小さかった．また男性や震災時無職だった

人々は，入居時のネットワーク規模は小さくなかっ

たが，避難生活中の新規ネットワーク形成が他の避

難者と比べ有意に遅れていた．

4．考察：男性の孤立を回避させる仮設住宅の特性

前節で示された男性のネットワーク形成の停滞は，

日本に関する多くの既存研究とも一致する（斉藤他

2009，斉藤・藤原他 2010，宍戸 2006）．そこで本節

では，男性の孤立回避に有効な仮設住宅の特性を考

察する．本稿で検討する仮設住宅特性は，仮設住宅

の規模（戸数）および最寄り駅までの距離である．こ

のデータに含まれる仮設住宅は，18世帯のみの小

規模なものから 200世帯を超える大規模なものまで

存在する．小規模な仮設住宅では，新しい知人が増

えることは難しいが，特定の避難者と頻繁に交流す

るため，避難者同士の関係を深める上では有効かも

しれない．同様に，駅から離れ娯楽施設へのアクセ

スが悪い仮設住宅では，仮設住宅外との交流は減少

する一方で仮設住宅内での交流は促進される可能性

がある．したがって，これらの仮設住宅特性は，ネ

ットワーク形成が不活発な男性に対しても有効であ

るかもしれない．

これらの仮設住宅特性の効果を分析する際，一般

的にはサンプルセレクションバイアスが生じる．仮

設住宅内でのネットワーク構築に前向きな世帯ほど，

大規模仮設住宅への入居を希望する可能性があった

り，交通アクセスの良い仮設住宅には仮設住宅外で

のネットワークを構築したい世帯が多く入居したり

するからである．

しかし原発避難者の仮設住宅では，各避難者への

住宅の割り当てを町村ごとの抽選で決定した（Kon-

do and Shoji 2016）．具体的には，いわき市に避難し

た原発避難指示区域の各町村には，市内 36箇所の

各仮設住宅のうち数箇所ずつの使用権が認められて
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いる．この抽選制度では，新しい仮設住宅の建設が

完了すると，その入居世帯を決定する第一段階とし

て，使用権を有する町村の避難者から入居希望者を

募る．そして第二段階では希望者を対象に抽選を行

い，これによって入居先仮設住宅を決定する．した

がって，本人が希望する仮設住宅と実際に入居する

仮設住宅とが外生的要因によって異なるという特徴

がある．本稿ではこの特徴を利用する．

ただし，抽選方式のもとでも，仮設住宅特性の効

果を識別する上で注意すべき点が 3点残されている．

第一に，避難者世帯がどの入居希望を申請するかは

内生的に決定されるため，これによるバイアスの可

能性が残る可能性は否定できない．そこで入居先仮

設住宅の外生性を検証するため，入居者の属性を仮

設住宅固定効果および出身市町村固定効果で回帰す

る．なお，いわき市民は抽選方式による住宅の割り

当てが行われていないため，この分析サンプルから

は除外する．もし無作為に入居先が決定されている

のであれば，全仮設住宅で個人・家計属性の平均値

が等しくなるはずである．検証に用いた個人・家計

属性は，調査対象世帯全メンバーの（1）性別，（2）年

齢，（3）震災前に就業していたか，および各世帯の

（4）世帯人数，（5）世帯メンバーの死亡・行方不明ダ

ミー，（6）家屋の被害レベル（3段階），（7）震災前に

住んでいた住居の部屋数といった 7種類である．検

証結果は表 A4に示されている．各回帰式について

仮設住宅固定効果の有意性を検定した結果，（2）に

おいて統計的に有意 ( chi=40.04, p<0.01) であっ

たことを除いて，他の個人属性では仮設住宅間で有

意な差はなかった．これは入居先仮設住宅の外生性

を支持する結果である．第二に，仮設住宅規模や駅

までの距離がその他の観測不可能な仮設住宅特性と

相関し，かつその特性がネットワーク形成にも影響

する場合，たとえ外生的に入居先が決定されたとし

ても推定結果にバイアスが生じることは否定できな

い．最後に，本稿のデータに含まれる仮設住宅サン

プルは 17ヵ所と少ないため，仮設住宅特性の効果

を識別するには不十分かもしれない．したがって，

以下で提示する推定結果は，示唆的根拠であると言

わざるを得ない．

以上の課題は存在するものの，仮設住宅の規模，

駅までの距離の効果を分析するため，3. 3節の推定

モデルにこれらの特性と男性ダミーとの交差項を加

えた分析を行った．表 6はこの結果をまとめたもの

である13）．第一に，第 2，3列に示されるように，仮

設住宅内での世間話の人数に関しては，駅から遠ざ

かるほどその男女格差が縮まる．駅から 0キロの仮

設住宅では，入居後に女性のネットワークが拡大す

る確率は男性より 22から 23％高いが，サンプル平

均である 2.8キロの距離にある仮設住宅では，この

差は 10％程度となる．これは，郊外では娯楽施設

へのアクセスが悪いため，これによって男性の仮設

住宅内での交流が促進された可能性が考えられる．

ただし，第 20，21，24-27列から明らかなように，駅

付近であっても仮設住宅外のネットワークは必ずし

も形成されない．これは，大都市地域での男性の孤

立傾向を示した斉藤他（2009）や斉藤・藤原他（2010）

とも整合的である．

第二に，第 10，12列に示されるように，住宅規模

が 10戸増加するごとに，仮設住宅内で手助けを頼

める相手が入居期間中に増加した確率の男女差は，

1％広がる．ただし世間話の人数に対しては仮設住

宅規模による有意な効果が観測されないことを考慮

すると，小規模な仮設住宅では入居時から世間話を

していた知人と一層深い交流が行われるようになる

ことが示唆される．これは前述の仮説とも整合的で

ある．

注意すべきことに，この表の結果だけでは，駅か

らのアクセスが悪く小規模な仮設住宅において，男

性の交流が活発化するのではなくむしろ女性の交流

が低下しているとも解釈できる．残念ながら仮設住

宅固定効果を用いた推定モデルでは，この点を識別

することは容易ではない．しかしこのような閉鎖的

コミュニティでの長期避難生活においてネットワー

ク形成がより困難になる可能性や，とりわけそれが

女性のみに顕著に見られる理由は考えにくい．した

がって，このような解釈は現実的ではないだろう．

最後に，仮設住宅外でのネットワーク形成に関し

ては，仮設住宅特性による有意な影響は見られなか

った．

5．結論

本稿は，福島第一原発事故によって避難した仮設

住宅入居者の社会的孤立問題について，独自世帯調

査データを用いて以下の 3点を明らかにした．第一

に，仮設住宅入居時，多くの避難者が仮設住宅内外

で話し相手もいない状態であった．第二に，仮設住

宅での孤立者には二つのタイプが存在する．若者や

内向的，利己的個人は，仮設住宅内において入居時，

調査時ともにネットワーク規模が小さく，孤立して
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*** p<0.01，** p<0.05，* p<0.1 新規形成ダミーの推定はプロビットモデル，ネットワーク規模の推定は順序プロビットモデルにおける，

説明変数の平均値で評価した限界効果（marginal effect evaluated at the average values of the covariates）を記載．カッコ内はクラスタロバ

スト標準誤差．いわき市民のサンプルは含まない．その他の説明変数は表 4と同じ．

表 6．仮設住宅規模と立地条件が孤立の男女差に及ぼす効果



いた．一方で男性や震災時無職だった人々は，入居

時のネットワーク規模は小さくなかったが，避難生

活中の新規ネットワーク形成が他の避難者と比べ有

意に遅れていた．こうした人々は，避難の長期化と

ともに孤立が徐々に顕在化するおそれがある．第三

に，大規模仮設住宅や駅付近の仮設住宅では，男性

の仮設住宅内ネットワークの形成がさらに停滞した．

震災被災地におけるコミュニティ再編問題や社会

的孤立問題には地域差・個人差が生じている．宮城

や岩手では仮設住宅から災害公営住宅への移行が始

まっているが，一方で原発事故の避難者はより長期

の仮設住宅暮らしが予想される．また，長期避難生

活の中で起こる孤立の原因も個人でそれぞれ異なる．

災害弱者に対するきめ細やかな支援を行うには，こ

の個人差を十分理解する必要がある．したがって，

被災地の孤立問題回避に対する政策を提言するには，

今後もさまざまなデータや分析手法を用いた，さら

なる研究の積み重ねが必要である．

（投稿受付 2015年 3月 3日・
最終決定 2017年 9月 7日，

成城大学経済学部・
特定非営利活動法人 3.11被災者
を支援するいわき連絡協議会）

付論 1：主要 5因子性格検査の質問項目および計算

方法

本稿は小塩他（2012）に従い，以下の 10項目の質

問を用いて個人の外向性，協調性，勤勉性，神経症

傾向，開放性を指標化した．

①活発で，外向的だと思う

②他人に不満をもち，もめごとを起こしやすいと思

う

③しっかりしていて，自分に厳しいと思う

④心配性で，うろたえやすいと思う

⑤新しいことが好きで，変わった考えをもつと思う

⑥ひかえめで，おとなしいと思う

⑦人に気をつかう，やさしい人間だと思う

⑧だらしなく，うっかりしていると思う

⑨冷静で，気分が安定していると思う

⑩発想力に欠けた，平凡な人間だと思う

回答選択肢は「1：全く違うと思う」，「2：おおよ

そ違うと思う」，「3：少し違うと思う」，「4：どちら

でもない」，「5：少しそう思う」，「6：まあまあそう

思う」，「7：強くそう思う」であり，それぞれの性

格指標は，外向性=(①−⑥+8)2，協調性=(⑦

−②+8)2，勤勉性=(③−⑧+8)2，神経症傾向

=(④−⑨+8)2，開放性=(⑤−⑩+8)2によっ

て数値化した．

付論 2：時間選好の数値化方法

本稿では，個人の時間選好を数値化するため，以

下の仮想的状況を想定した質問を行った．

右の選択肢では，どちらが好ましいですか？（ア）

1ヶ月後に 30万円貰う（イ）1年後に 30万円貰う
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表 A1．回答者の出身市町村別内訳

*） 南相馬市からの避難者．

**） 市内全仮設住宅の規模（戸数）およびそれらの使用市町村に基づ

いて計算（福島県 HP「応急仮設住宅・借上げ住宅・公営住宅

の進à状況」に掲載）．浪江町，飯舘村，ä尾村といった福島

第一原発より北部の市町村はいわき市内の仮設住宅を使用して

いないため，調査対象には含まれていない．

表 A2．全避難者と仮設住宅避難者との比較（�葉町）

*） 年齢構成比調整とは，年齢構成比で加重調整し，世帯調査

の各教育水準構成比を示したものである．



では，右の 2つではどうですか？（ア）1ヶ月後に 30

万円貰う（イ）1年後に 33万円貰う

では，右の 2つではどうですか？（ア）1ヶ月後に 30

万円貰う（イ）1年後に 36万円貰う

では，右の 2つではどうですか？（ア）1ヶ月後に 30

万円貰う（イ）1年後に 42万円貰う

では，右の 2つではどうですか？（ア）1ヶ月後に 30

万円貰う（イ）1年後に 48万円貰う

本稿では，これらの質問において何問目から（イ）を

選択するかを時間選好の近似とした．個人が近視眼

的であるほど，1 年後に受け取る金額が高くても

（ア）を選ぶため，時間選好の指標は高くなる．

ただしこの手法を利用する際に注意すべき点が 3

点存在する．第一に，この手法では個人の流動性制

約が回答パターンに影響するおそれがある（Nakata

and Sawada 2015）．しかし本調査では，流動性制約

の程度を Boucher et al.（2009）の手法に基づいて数

値化しており，これによると回答者の流動性制約は

深刻ではないと考えられる．第二に，569人の回答

者のうち，22人から回答の反転や回答拒否が観測

された．したがって，これらのサンプルは分析から

除外した．第三に，本稿では避難者間での公平性を

考慮し，質問項目に記載された金額を実際には支払

っていないため，これによる測定誤差が生じる可能

性がある．

注
＊ 本調査を実施するうえで，多くの方々にご協力

いただいた．とりわけアンケートにご協力いただいた
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表 A3．郵送調査サンプルと訪問面接サンプルの比較（いわき市）

*** p<0.01，** p<0.05，* p<0.1

表 A4．バランステスト（いわき市除く）



仮設住宅の方々に心よりお礼を申し上げたい．また，

特定非営利活動法人 3.11被災者を支援するいわき連絡

協議会の方々からも様々な面でのご支援をいただいた．

記して感謝の意を表したい．アンケート調査員として

本調査に協力してくれた浅野将大，伊倉慎之介，池田

裕亮，石幡光也，植村裕容，小原清也，鈴木健午，田

谷昴大，手塚竜也，原田一輝，船見光，松井一樹，三

義康史，矢崎貴大諸氏，そしてアンケート結果をデー

タ入力してくれた新井果歩，小嶋裕介，小林花織，田

代映未，高橋成美，萩原詩織，蓮見彩加，増田美佳子，

山本里瞳美諸氏の協力が無ければ，本稿の執筆は不可

能であっただろう．ここに記して，感謝の意を表した

い．また本稿を執筆するうえで，會田剛史氏，新名正

弥氏，能勢学氏，涌井智子氏，渡邉真理子氏より有益

なコメントをいただいた．記して感謝したい．本誌の

匿名査読者 2名のコメントも本稿の改善に大変有益で

あった．あり得べき誤りは全て筆者の責任であること

は言うまでもない．

1） 東日本大震災以前の災害事例からも，大規模災

害の経験や被災による損失が人々の精神疾患，PTSD，

睡眠障害などを引き起こすことが示されている（Hob-

foll 1989, Kessler et al. 2008, Norris et al. 2002, Norris

2005，澤田 他 2013，福岡 1998）．

2） 1995年の阪神淡路大震災では仮設住宅の入居先

を抽選によって決定し，同じ集落内の人々が異なる仮

設住宅に入居することとなった．その結果，高齢者を

中心に孤立が深刻化し，震災から 2年 4ヶ月後までに

仮設住宅内での孤独死は 150 人に達した（神戸新聞

1997）．この教訓を生かし，2004年の中越地震では集

落ごとの仮設入居を原則とするようになった．これに

より，中越地震の事例では被災者の孤立回避に成功し

た（浦野他 2007）．

3） 震災後の長期避難生活によって要介護者やひき

こもりが増加し，2013年 8月末時点で，孤独死の件数

は被災三県の仮設住宅だけでも合計 81件にのぼった

（産経新聞 2013）．

4） その他の原発避難指示区域は，いわき市以外の

仮設住宅避難者の比率が多いか，広野町のように帰還

町民の比率が多いため，国勢調査と世帯調査の比較か

らは避難形態によるサンプルの偏りを分析することは

難しい．そこで本稿ではí葉町のみを対象として議論

した．

5） 第 3，4節ではこのバイアスに対する頑健性をテ

ストする．

6） 各質問項目は付論 1に掲載されている．

7） 各項目に対する質問は以下のとおりである．利

他性：周囲を助けて，幸せにすることが大切だと思う．

リスク選好：冒険し，リスクを冒すこと，刺激のある

生活が大切だと思う．社会規範：常に礼儀正しくふる

まうこと，間違っていると言われそうな行動を一切避

けるのが大切だと思う．回答選択肢は「1全く違うと

思う」から「7強くそう思う」の 7段階である．

8） ただし，これらの指標は自己申告であるため，

緻密な経済実験を用いた数値化方法よりも観測誤差が

発生しやすい．とりわけ利他性に関する質問では，他

者からのイメージに起因する不純な利他性も含んでい

ることに注意する必要がある．

9） 震災前からネットワークが小さい世帯は，主に

小規模集落に住んでいた場合が多い．

10） 各仮設住宅はその規模に応じて複数のブロッ

クに分けられており，各ブロックの平均世帯数は 34

世帯である．Kondo and Shoji（2016）で詳述されるよう

に，ブロックは仮設住宅入居者にとってひとつのコミ

ュニティ単位としてみなすことができる．したがって

本稿では，ブロックレベルのクラスタ標準誤差を推定

した．異なるブロックの個人間において誤差項が相関

する可能性も排除できないが，本データでは 17仮設

住宅でのみ調査が行われたため，仮設住宅レベルのク

ラスタロバスト標準誤差を用いることが出来ない（Ca-

meron et al. 2008）．

11） https: //sites.google. com/site/masashoji/resea

rch

12） ネットワーク規模が「1：1〜3 人」から「3：

6〜10人」に拡大した場合，被説明変数は 2とする．

したがって，この定式化には観測誤差が伴うことに注

意が必要である．

13） ページの制約のため，注目する係数のみを掲

載する．
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